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令和 年分２ 特定口座年間取引報告書
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令和 年分 特定口座年間取引報告書

上場株式等に係る
譲渡損失の損益通
算及び繰越控除用令和　 年分の　　　　の確定申告書付表

受付印

住　所
又　は
居　所
事業所等

フリガナ

氏　名 ○　

こ
の
付
表

所 得 税 及 び
復興特別所得税

　この付表は、租税特別措置法第37条の12の２（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除） 緒
に
提
出

　まず「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の作成をしてください。

１　本年分の上場株式等に係る譲渡損失の金額及び分離課税配当所得等金額の計算
（赤字の金額は、△を付けないで書きます。 　　の2も同じです。）

○ 「①上場株式等に係る譲渡所得等の金額」が黒字の場合又は「②上場株式等に係る譲渡損失の金額」
2面 

く
だ
さ
い

　本年分の損益通算前の上場株式等に係る譲渡損失の金額

　本年分の損益通算前の分離課税配当所得等金額

　本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額又は分離課税配当所得等金額

上場株式等に係る譲渡所得等の金額
（「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の　　 の「上場株式等」
の⑪欄の金額）

上場株式等に係る譲渡損失の金額（※）
（「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の　　 の「上場株式等」
の⑨欄の金額）

本年分の損益通算前の上場株式等に係る譲渡損失の金額
（①欄の金額と②欄の金額のうち、いずれか少ない方の金額）

本年分の損益通算後の上場株式等に係る譲渡損失の金額（③－④）

本年分の損益通算後の分離課税配当所得等金額（④－③）

①

種目・所得の生ずる場所

合　　　　計

利子等・配当等の収入金額（税込） 配当所得に係る負債の利子

②

③

④

⑤

⑥

円

円

円

円

申告書第三表㋢へ
○a ○b

本年分の損益通算前の分離課税配当所得等金額
（　－　）（赤字の場合には 0 と書いてください。）

（③欄の金額≦④欄の金額の場合には０と書いてください。）
（⑵の記載がない場合には、③欄の金額を移記してください。）

（③欄の金額≧④欄の金額の場合には０と書いてください。）
（⑴の記載がない場合には、④欄の金額を移記してください。）

○a ○b

申告書第三表73へ

△を付けて、申告書第三表72へ

１面 

１面 

１面 

※　②欄の金額は、租税特別措置法第37条の12の２第２項に規定する上場株式等の譲渡以外の上場株式等の譲渡（相対
取引など）がある場合については、同項に規定する上場株式等の譲渡に係る金額（「株式等に係る譲渡所得等の金額の計
算明細書」の　　　の「上場株式等」の⑨欄の括弧書の金額）のみを記載します。

（注）利子所得に係る負債の利子は控除できません。

　　　　　　　　　　　　　 第○期　配当金明細書

ご所有株式 1株当たり配当金  配当金額   所得税率 所得税額    税引後配当金額
1,000株 40.00円   40,000円      15.315％        6,126円            31,874円   
   　　　　　　　　 住民税率   住民税額   
   　　　 　　　　　 ５％ 2,000円
　○○○－○○○○　E市○○町１－３－２
株主　　　　   高松　三郎　　　　 様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 4 年 4 月 22日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N建設株式会社

第○期配当金についての明細を上
記のとおりご通知申し上げます。
本票は租税特別措置法の規定に基
づき作成する「支払通知書」
を兼ねております。

円

⑩

⑨

⑪

本年分で分離課税配当所得等金額か
ら差し引く上場株式等に係る譲渡損
失の金額の合計額

翌年以後に繰り越される上場株式等に係る譲渡損失の金額
（⑤＋⑦＋⑧）

（　＋　＋　）

本年分で上場株式等に係る譲渡所得等
の金額から差し引く上場株式等に係る
譲渡損失の金額の合計額（　＋　＋　）

申告書第三表96へ

申告書第三表95へ（※2）
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Ｙ証券大手支店
Ｎ建設株式会社

F市△○町９－８－７
タカマツ   　サブロウ

高松　三郎

　　「所得税及び復興特別所得税の確定申告書付表」を作成します。

【事例5】特定口座の譲渡損失を配当所得等から控除し翌年以後に繰り越すケース

　令和４年分の上
場株式等に係る譲渡
所得等の金額が赤字
の方のみ書いてくだ
さい。この事例の場
合、一の特定口座の
みを申告しますの
で、「特定口座年間
取引報告書」の③欄
の 金 額（△219,000
円）を を付けないで
転記することがで
きます。

　確定申告書の提出に当たり、特定口座年間取引
報告書及び上場株式配当等の支払通知書の添付は
原則不要です。
※　税務署等で確定申告書等を作成する場合には、これらの書類
が必要ですので、忘れずにお持ちください。

　「特定口座年間取引報告書」に記載されている住所が現在の住所と異なる
場合には、現在の住所を記載されている住所の上段に書いてください。

　この事例の場合は、前年から繰り越され
た上場株式等に係る譲渡損失の金額がない
ので、⑪欄へ転記します。

　この付表の記載に当たっては、赤字の金
額は を付けないで書いてください。

　この付表の作成が必要なケースは【事例４】
の29ページで説明していますので、参照し
てください。

Ｙ
Ｙ

○　あなたが行った取引は、全て「上場株式等」の取引に該当します。また、Ｌ電気、Ｎ建設の株式
の配当とＭ市の地方債の利子は、「上場株式等の配当等」に該当し、申告分離課税により申告する
場合は、上場株式等を譲渡したことにより生じた譲渡損失の金額と損益通算することができます。
　　損益通算してもなお控除しきれない上場株式等に係る譲渡損失の金額は、譲渡の年の翌年以後３
年間にわたり繰り越すことができますが、この場合には、確定申告書に「所得税及び復興特別所得
税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）」を添付して提出す
る必要があります（53ページ参照）。
　（注）この付表は、翌年以後の申告で必要になりますので控えも併せて作成し、保管してください。
　　これらの上場株式等の取引による譲渡損失の金額及び翌年に繰り越す譲渡損失の金額は、「所得
税及び復興特別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除用）」
で計算し、次のとおりとなります。
 　　　　　　　　　 収入金額　         必要経費等　         差引金額　       通算後の差引金額
 （譲渡分） 1,900,000円 － 2,119,000円 ＝ △219,000円 → △79,000円
 （利子・配当分） 140,000円 － 0円 ＝ 140,000円 → 0円
　※　申告分離課税を選択した配当所得については、配当控除などは適用できません（【事例１】及
び【事例６】も同じです。）。

○　株式等の譲渡に係る譲渡所得等の金額は、「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」で計
算し、申告書に添付しますが、その年中に一の特定口座以外に株式等の譲渡がない場合には、「特
定口座年間取引報告書」の添付をもって「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の添付に
代えることができます。
○　納める税金（所得税及び復興特別所得税）の計算は、「申告書第一表、第二表」及び「申告書第三表（分
離課税用）」で行いますので、36ページ以降の記載例の手順に沿って作成してください。

Ｌ
Ｍ
Ｎ

　この事例の場合には、Y証券の特定口座以外には株式等の譲渡がありませんので、「特定口座年間取引
報告書」の添付をもって「株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書」の添付に代えることができます。

【事例5】の解説

－ － －

❶

　この事例の場合、源泉徴収口座の譲渡損
失の金額を申告しますので、その源泉徴収
口座の配当所得等の金額（特定口座年間取
引報告書の⑨欄の金額と⑮欄の金額の合計
額）も併せて申告しなければなりません（55
ページの【注意】参照）。

　⑤欄の金額は、「確定申告書付表」１面
の③欄に記載がある方が書いてください。
　この事例の場合、③欄の金額（219,000円）
から④欄の金額（140,000円）を差し引いた
残りの金額（79,000円）を書いてください。

　⑥欄の金額は、「確定申告書付表」１面
の④欄に記載がある方が書いてください。
　この事例の場合、④欄の金額（140,000円）
より③欄の金額（219,000円）の方が大きい
ので 0 と書いてください。

　【事例４】の記載例の書き方（29ページ）
を参照して書いてください。

　国税庁ホームページで申告書等を作成すると税額などが自動計算され便利です。この事例につい
ての具体的な入力例は国税庁ホームページに掲載しています（詳しくは３ページ参照）。




